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異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

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〔事案の概要〕　（一）貸金業法（平成一八年法律第一一五号二条による改正前のもの。同改正前の法律の題名は、貸金業の規制等に関する法律。以下、 「旧貸金業 」という。 ）四三条一項は、債務者が貸金業者に利息として支払ったものが利息制限法（平成一八年法律第一一五号による改正前のも 。以下同じ。 ）一条一項所定の制限を超えていたとしても、㊀任意の支払であり、㊁弁済
金の受領時に旧貸金業法一八条一項所定の事項を記載した書面（以下、 「一八条書面」という。 ）が交付されているなどの要件を満たしていれば、有効な利息の債務の弁済とみなすものとしていた。　（二）Ｘ（原告・被控訴人・上告人）は、平成一二年一月一四日から平成一四年二月二七日までの間、貸金業者であるＡとの間で継続的な金銭消費貸借取引（以下、 「本件取引」という。 ）
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―
 最高裁第二小法廷平成二七年六月一日判決（平成二六年（受）第一八一七号
　　
不当利得返還請求事件）金融・商事判例一四七三号一六頁
―
四三〇
をした。　（三）Ａは、平成一四年二月二八日、Ｂ（さらにその後、平成一五年一月一日にＹ（被告・控訴人・被上告人）に吸収合併された。以下、合併の前後を問わず、単に「Ｙ」という。 ）に対し、本件取引の貸金残債権の譲渡（以下、 「本件債権譲渡」という。 ）をした。本件債権譲渡に係る契約書 は、本件取引に旧貸金業法四三条一項の適用があることを前提に、上記貸金残債権は「いかなる適法かつ有効な相殺、反訴または抗弁にも服すること な 」と記載されていた。　（四）本件取引に旧貸金業法四三条一項の適用があるとした場合、平成一四年二月二八日における貸金残債 の元本の額は四六万二九二一円となって た 他方、本件取引に同項 適用がないとした場合、Ｘの弁済金のうち利息制限法 条 項所定の制限を超えて利息として支払 た部分（以下 「制限超過部分」という。 ）は元本に充当され、その結果 同日における貸金残債権の元本の額 三三万九五七九円に減少 ていた（以下、本件取引に旧貸金業法四三条一項の適用がなく、制限超過部分の充当により元本が減少してい こ を「本件事由」という。 ）　（五）Ａ及びＹは、平成一四年三月一八日頃、Ｘに対し、貸金残債権の元本の額が「四六万二九二一円」であ 旨表示して、本件債権譲渡 通知をした。Ｘは、同月 日頃、Ｙに対し、異議をとどめないで 債権譲渡 承諾 した（以下
承諾」という。 ） 。　（六）Ｘは、引き続き、平成二四年一一月一九日までの間、Ｙとの間で継続的な金銭消費貸借取引をした
）（
（
。
　（七）本件は、Ｘが、本件取引には旧貸金業法四三条一項の適用がなく、Ｘは本件事由をもってＹに対抗することができるとした上、本件取引及びＹ の継続的金銭消費貸借における各弁済金のうち制限超過部分を元本に充当すると過払金が発生しているとして、Ｙに対し、不当利得返還請求権に基づき、過払金の返還等を求めた事案である。
〔第一審（名古屋地裁平成二六年一月一七日判決） 〕　
旧貸金業法四三条一項の適用を前提とした債務額の通知に、
異議をとどめることなく承諾 たＸは、債務額の減額を主張しえない、とＹが主張した。これに対し みなし弁済の適用があるとＹが信じたことには悪意又は重大な過失が 、Ｘ異議なき承諾は錯誤により無効であるなどと反論した。　「Ｘの本件承諾は、本件譲渡通知に記載された四六万二九二一円の借入金債務が実際に存在す と誤信したことが原因となって行われたものと認められる。　また、Ｘの前記誤信は動機の錯誤であるが、貸金業者から債
権譲渡の通知を受けた借主が、貸金業者の通知した債権額について異議を止めずに承諾する場合には、通知された金額の債権
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が存在するとの前提に立って承諾をするのが通常であるから、Ｘは、本件承諾を行った際、Ａ取引の残債務四六万二九二一円の存在が本件承諾の動機である旨を黙示に表示していたものというべきである。そして、本件債権譲渡当時 おけるＡ取引の残債務額が四六万二九二一円ではなく三三万九七四六円であることを知っていたとすれば、Ｘ及び一般人において、本件債権譲渡を異議なく承諾することはなかったといえるから、Ｘの錯誤は要素の錯誤に当たる。 」と判示 、本件承諾は要素の錯誤により無効というべきであるから、本件承諾によってＸが債務の減額を争えなくなるとは言えないとして の請求を認容した。〔原審（名古屋高裁平成二六年六月一三日判決） 〕　
Ｙの控訴に対し、 「貸金債権の譲渡に対するＸの本件承諾は
異議なき承諾に当たり、これについて動機の錯誤は認め ない」として、第一審の結論を否定したうえで、 「みなし弁済の適用について、最高裁判所判決（同裁判所平成一六年（受）第一五一八号同一八年一月一三日第二小法廷 決・民集 〇巻一号一頁。以下「最高裁判決」という ） 厳格な判断が示されるよりも前の本件債権譲渡当時、最高裁判決よりも緩やかな解釈をとる裁判例や学説も相当程度存在したことは、当裁判所に顕著な事実である。…（中略）Ｂは、旧法四三条一項のみ
なし弁済の適用があることを前提に、…（中略）Ａから本件債権譲渡を含む資産譲渡を受けたのであり 上記のような、本件債権譲渡当時のみなし弁済適用に関する状況に照らせば、Ｂにおいて、Ａ取引にみなし弁済の がなく同取引の残債務額が四六万二九二一円を下回 について悪意又は重大な過失があったと認めることはでき」ず、Ｘは本件事由をもってＹに対抗することはできない した。　
これに対してＸが、みなし弁済の適用がないと信じたことに
つき、Ｙには重過失があるにもかかわらず、重過失は無いと判断した点に、法令の解釈適用の誤り・審理不尽の違法があることを理由として 上告受理申立を行った。〔判旨〕破棄差戻し　「 （一）民法四六八条一項前段は、債務者が異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をしたときは、譲渡人に対抗することができた事由があっても、これをもって譲受人に対抗するこ ができないとするところ、その趣旨は、譲受人の利益を保護し、一般債権取引の安全を保障することにある（最高裁昭和四二年
（オ）第一八六号同年一〇月二七日第二小法廷判決・民集二一巻八号二 六一頁参照） 。そうする 譲受人において上記事由の存在を知らなかった しても、このことに過失がある場合には、譲受人の利益を保護しなければならない必要性 低いと
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いうべきである。実質的にみても、同項前段は、債務者の単なる承諾のみによって、譲渡人 対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができなくなるという重大な効果を生じさせるものであり、譲受人 通常の注意を払えば上記事由の存在を知り得たという場合にまで上記効果を生じさせるというのは、両当事者間の均衡を欠くものといわざる 得ない。　
したがって、債務者が異議をとどめないで指名債権譲渡の承
諾をした場合において、 渡 た事由の存在を譲受人が知らなか たとしても、このことについて譲受人に過失があるときには、債務 は、当該事由を って譲受人に対抗することができると解するのが相当である。
　
　（二）これを本件についてみると、記録によれば、Ｘは、本件取引では一八条書面の交付 全く く、このことはＹ おいて知り得たものである旨主張 ていたものということが きる。そうすると、原審としては、本件取引における一八条書面 交付の有無や、仮に交付がなかった場合にこれを被上告人におて知り得たか否かなどについて審理判断をすべきことになるところ、原審は、これらの点 することなく、単に弁論の全趣旨から旧貸金業法四三条一項の適用がなかったと判断した上、Ｙには重大な過失がないなどとして、Ｘは本件事由をもってＹに対抗することができない旨即断した」のは、誤りであるとし 、過失の有無について更 審理を尽くさせるた
め、原審に差し戻した。〔評釈〕一、はじめに　
民法四六八条一項は、債務者が、譲渡人に対抗しうる事由に
ついて異議をとどめないで債権譲渡を承諾 場合、その譲渡人に対し 主張しえた一切の抗弁事由を、譲受人に対して主張することができなくなる、抗弁 切断効
）（
（
を規定する。本判決は、
条文には明記されていない、同条 よって保護を受ける譲受人の主観的要件として、善意に加えて無過失を要求した初めての最高裁判決である。
　
　
以下では、民法四六八条一項前段が適用される際の、譲受人
の主観的要件につき、これまでの判例・裁判例の状況（二）と、学説 議論（三）を確認したうえ 本判決の意義と特徴 検討する（四） 。二、譲受人の主観的要件をめぐる判例及び裁判例の展開１
　
善意を要求する判例法理の確立
　
譲受人の主観的要件に初めて言及したのは、大判昭和九年七
月一一日判決（民集一三巻一五一六頁
））（
（
である。大審院は、
「新ニ債務ヲ承認スルノ意思ヲ表示シタルト否トヲ問ワズ…
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（中略）何等異議ヲ留メサル承諾アリタル以上法律ハ該譲渡承諾ナル観念表示ニ恰モ有効ニ存在セル瑕疵ナキ債権ノ譲渡ト均シキ効力ヲ附与シタルモノニシテ…（中略）素ヨリ譲受人ヲ保護セントスルノ法意ニ外ナラサルコト已ニ…（中略）同条ニ依リ保 ヲ受クヘキ譲受人ハ其ノ譲渡ノ目的タル債権ニ瑕疵アル事実ヲ認識セサル所謂善意者ニ限ルヘキモノタルコト蓋シ当然ノ帰結」と述べた。すなわち、昭和九年判決で大審院は、異議をとどめない承諾は観念の通知であり
）（
（
、譲受人の保護を趣旨で
あるこ を理由に、同条が適用されるのは、善意の譲受人に限られるとした
）（
（
。
　
最高裁には、二つの判決がある。一つは、本判決も引用する、
最二小判昭和四二年一〇月二七日判決（民集二一巻八号二一六一頁）である。事案は以下のようなものであった。建設会社Ａが、Ｙと建物の建設工事の請負契約を締結し、代金の一部を受領した後、工事完成時に支払われる残債権をＸに譲渡した。Ｙは、この譲渡に対して、異議を どめない承諾 し が、譲受人Ｘ 自らの譲り受けた債権が、将来完成されるべき未完成工事部分の報酬債権であることを知っていた。その後 全体の六割ほど完成した時点でＡは倒産し、建設工事を放置したため、Ｙは本件請負契約を解除し 別の業者と契約 結んで建物を完成させたところ、 が譲り受けた請負代金 の を求めて提訴した、というものであった。
　
最高裁は、以下のように判示した。
　
債務者は、右債権譲渡について異議をとどめない承諾をすれ
ば、右契約解除をもって報酬請求権の譲受人に対抗することができないが、しかし、債務者が異議をとどめない承諾をしても、譲受人にお て右債権が未完成仕事部分に関する請負報酬請求権であることを知っていた場合には債務者は、譲受人に契約解除をもって対抗することができる のと解すべきである。けだし、民法四六八条一項本文が指名債権の譲渡につき債務者の異議をとどめない承諾に抗弁喪失の効果をみとめ いるのは、債権譲受人の利益を保護し一般債権取引の安全を保障するため法律が附与した法律上の効果と解 べきであって、悪意の譲受人に対してはこのような保護を与えることを要しないというべきだからである。 」　
もう一つは、最二小判昭和五二年四月八日判決（集民一二〇
号四二一頁）では、Ｘが、金融業者Ａに対する利息制限法違反の約定利息の未払い分を含む三〇〇万円 貸金債務を、金融業者Ｙからの同額 借入金によって清算する、融資の肩代わりが行われた事案である。原審（東京高判昭和四九年二月二五日判決）
）（
（
が、Ｙによる新たな貸付金を、Ａの貸付金の弁済に充当さ
せる形式が取られたのは、Ａに利息制限法に違反する約定利息金を取得させる企図 もとで 意を通じて債 者 地位の交代を試みた、ＹはＡから債権譲渡を受けたと認定し、その上で
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たとえＸが異議をとどめないで承諾をしたとしても、利息制限法の適用の潜脱を企図したＹは、悪意の譲受人であると認定した。最高裁は、 「指名債権の債務者は、異議を留めずに債権の譲渡を承諾した場合であつても、譲渡人に対抗することのできる事由があることについて悪意の譲受人に対しては、右の事由をもつて対抗す ができると解する が相当 あ」ると述べ、控訴審判決を支持し 。　
このように、先例では、異議をとどめない承諾は、譲受人を
保護する制度であることから、譲受人は、債務者の抗弁事由つき善意でなければならないとする法理が確立していた。しかし、さらに無過失あるいは無重過失を要求すべ かが争われ最高裁判例は存在していな 。２
　
下級審判決の状況
　
下級審では、無過失と無重過失のいずれについても認容した
裁判例が存在している。最初 、 を要求する認定を行っのが、㊀福岡地裁小倉支部昭和四五年八月三一日判決（判タ二五六号二三七頁）である。 「譲受人において、右承諾を受け際、債務者が譲渡人に対抗しうる事由につき、悪意であ かまたは善意であつてもそのことに過失があ たと は、債務者 、譲渡人に対抗しうる事由をもって譲受人に対抗しうると解すのが相当である。けだし …（中略）債務者が異議を留めない
承諾をした事実に公信力を与えて譲受人を保護せんとするものだからである」 。と述べた。そして、訴外人Ｂに籠絡された譲渡人Ａ 、虚偽の貸金債権を譲受けたＹに対し、 「異議を留めない承諾を受けた際、Ｙおいて知りえたＢの前後矛盾した行動から、Ｙは、右譲受けにかかる債権が虚偽のも であることを容易に知りえた」として過失を認定した。　
金融消費貸借上の債務者が、利息制限法所定の制限を超える
利息を支払っていたところ、貸金業者 合併等に伴い当該債権が、譲渡され、それに対し債務者が異議をとどめないで承諾をした際に、債務者は、当該債権の一部あるいは全部の消滅を抗弁しうるか、につき争われた一連の裁判例が 。　
㊁名古屋地裁昭和四七年七月二二日判決（判例タイムズ二八
五号二七三頁）では 「金銭消費貸借上の 利息制限法所定の制限をこえる利息を支払ったときは 右制限 こえる部分は民法四九一条により当然元本に充当さ るも と解せられている。従って…（中略 本件貸金はすでに原告が 譲渡をうける前に元利金とも完済されている」と認定した上で 「債務者が異議をとゞめない承諾をしても 制限法超過部分支払については、譲受人 善意悪意の如何 かゝわらず 債務者は譲受人に超過部 の元本充当によって債権が消滅していることをもって、対抗することができるものと解すべき 述べていた。
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その後の裁判例では、旧貸金業法四三条一項のみなし弁済の
適用がないとする抗弁事由に関し、譲受人に無過失と、無重過失を要求するものとに分かれ、後者が有力になっていた。　
譲受人に無過失を要求したのは、㊂東京高判平成二五年七月
二三日（消費者法ニュース一〇二号二八七頁）である。債権者ＡがＹに事業譲渡した際、Ａと借り入れと返済を繰り返す、継続的金銭消費貸借取引を行っていたＸは、異議をとどめない承諾をしたが、制限超過部分の利息について旧貸金業法四三条一項の適用がないことを抗弁として、過払金の返還請求を行った事案で、 「民法四六八条一項本文が指名債権の譲渡につき債務者の異議をとどめない承諾 抗弁喪失の効果を認めているのは、債権譲受人の利益 保護し一般債権取引の安全を保障 ため法律が付与した法律上の効果と解するのが相当である…から、債権譲受人が、抗弁事実を知って たか、これ 知らないことにつき過失がある場合には このような保護 与える必要がない」と判示し、Ｘが制限超過部分を含む弁済していたこと 認識した上で、貸金業法四三条一項の適用につき調査も行っていなかったＸには過失があると認定した
）（
（
。
　
これに対して、以下の事案では、いずれも重過失の有無が争
われた。㊃東京高判平成二五年八月二八日（消費者法ニュース九八号二六四頁）では、債務者において当該債権 全部又は一部の不存在等その履行を拒むことのでき 事由が存在し、譲受
人がその存在を知っていたとき又は知らなかったことについて重大な過失があるときには、債務者は、当該事由をもって譲受人に対抗することができるものと解すべきである」とし、当該事案の譲受人には、 「貸金業法の登録をした貸金業者として…本件取引のような金銭消費貸借取引に関する十分な知識経験を有していたも と認められるこ をも総合すれば、…本件取引においてＸのＡ する利息制限法所定の制限 超えて利息として支払われた部分の 領 つき法四三条一項 適用がないことについても悪意であるものと推認され、仮にこれを知らなかったものと認める余地が としても、重過失がある」と認定し、債務者は、利息制限法により引き直された債務額 超えた債務がないこ を譲受人に対抗できるとした。さらに、㊄大阪高判平成二六年八月二一日（ （
LEX
／
D
B 文献番号
 二五五四
〇九五六
））（
（
も、
㊃
判決と同様に、譲受人に重過失を認定した。
さらに本判決の下級審も、重過失の有無が争点とされたが
）（
（
、い
ずれもほぼ同時期 事案であるが、㊃㊄の事件は、貸金業法四三条一項のみなし弁済の適用がないことに付き、譲受人の 融業者の悪意の推認、または不知に対する重過失を認定し に対し、本件の原審は、当時、みなし弁済は当然に適用されないと認識すべき状況ではなかったとして、貸金業 悪意または不知の重過失を否定した。
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三
　
学説の議論
（一）民法四六八条一項前段の趣旨　
民法四六八条一項前段の趣旨をめぐり、学説には、大きくは
三つに分けられ
る
）（1
（
、多様な見解が存在している。 （
（）かつて
主張されていた、異議をとどめない承諾を、債務者の意思表示と解する見
解
）（（
（
、 （
2）抗弁切断効を、譲受人の信頼を保護し取
引の安全を図るためのものとする見解、 （
3）自らの行為に反
する債務者の主張を認 ない趣旨とする見解であるが、現在、（
2）あるいは（
3）に属する見解が支持を集めている。
　（
2）の見解には、民法四六七条と四六八条で承諾の性質は
同一と解すべきとして、 （
（）の債務承認説を批判し、
a債務
者が、債権譲渡につき異議をとどめないで承諾する場合、譲受人はその債権には抗弁事由が何もないものと信頼していることから、その信頼と、債権譲渡の安全を保護するために、法が特別に「公信力」を与えたものと解する 通説の「公信力説」
）（2
（
が
ある。ここでの「公信力」とは、不動産物権変動における、外観を信頼した人に権利を付与する、積極的効力ではなく、権利者が権利の主張を否定される結果 外観信頼者に権利の帰属が認められるという、消極的効力 指すものとされる
）（3
（
。
　
これに対し、
b「公信力」は、前者の積極的効力に限定され
るべきであり、抗弁切断の法理を明確にする必要がある、など
として「公信力」の文言を用いずに「譲受人保護説」と呼ぶべきとする
）（1
（
。端的に譲受人保護の法定効果と解する立場
）（1
（
も、これ
に該当するものと解される。　（
3）に該当する、
c二重法定効果説とは、以下のような考
え方である。まず、 「承諾」を観念の通知とは異なる「意思」的行為であると理解し、民法四六八条一項前段は、異議をとどめない承諾をした債務者の行為（注意義務違反）に対し、法定のサンクションと ての抗弁切断効を定めたものとする。さらに同条後段は、不適切な債権譲渡を行った譲渡人に対し、善意悪意を問わずに、法が定めたサンクションとする。総じて、民法四六八条一項は、債務者と債権者の過誤のバランス 図る二重の 定効果 規定す
る
）（1
（
。同じく債務者の行為に焦点を当て、
行為の結果を債務者に帰責するもの 解するのが
d禁反言あ
るいは信義則説
）（1
（
である。異議なき承諾を行った債務者は、禁反
言ないし矛盾行為禁止の原則により 譲受人に対して抗弁 主張しえ くなる、と解され、譲受人の信頼保護は二次的な帰結となる。（二）譲受人の主観的要件をめぐる学説　
前述のように判例では、異議をとどめない承諾により、抗弁
切断効が生じる際、譲受人に善意を要求するが さらなる保護要件を求めるべきかにつき、学説は、善意で足りるとするも
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異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

（都法五十六
-
二）
無重過失を要求するもの、過失を要求するものとに分かれる。債権取引の安全を保障すべき範囲という政策判断にかかわるため、論理必然的に結論が出るものではな との指摘
）（1
（
があるよう
に、 （一）で整理した、異議をとどめない承諾の性質をめぐる四つの学説と、主観的要件との関係は、以下のようにな 。　
まず、
a公信説・
b譲受人保護説では、外観への「信頼」が
なければ、譲受人は保護されない め、譲受人 主観的要件に言及する学説のほとんどが
）（1
（
、論理的帰結として、善意・無過失
を要求する。その理由 しては、 「指名債権 流通保護 要請は手形等ほどには大きくないこ 指名債権譲渡 対抗要件として 通知の方が一般的に用いられるが、通知の場合には債務者は抗弁事由を保持 （四六八条二項）の あり、債権譲渡の自由といってもその程度であること 承諾という対抗要件が用いられる き 譲受人にもそれなり 注意を求めてよいこと、債務者の異議をとどめない承諾による抗弁切断という極めて特殊な効果を積極的に広げるまでもないこと
」）21
（
や、指名債権は、
手形や小切手に比べ、流通保護の要請が大きくないこ
）2（
（
、承諾
によって債務者に生じる不利益とのバランス
）22
（
等をあげる。
　
なお、一般論として無過失を要求したうえで、債務者が喪失
する抗弁事由の内容に応じ、何につい の善意であり、無過失であるのかを勘案して決するべき、とするも もある
）23
（
。
　
ところが、公信説を採用するなかにも、 「少なくとも無重過
失を要求すべき」
）21
（
であるとか、 ・ 「異議を留めない承諾によって
作り出された外観は、全く一方的に債務者によるものであり、…悪意に準ずる重過失者のみを保護の範囲から除外すればよい」
）21
（
として、無重過失を要求する見解も存在している。
　
このように、基本的に
a公信説と
b譲受人保護説では、譲受
人の信頼保護の観点から、論理的に善意・無過失を導くの 対し、以下の二つの説では、実際上のバランスから導き出されるため、論者により、見解が分かれている。　
c法定二重効果説では、以下のように理由づけられ、善意の
みが要求されている。　「民法四六七条一項が承諾の方式を緩和した結果、譲受人に過度に有利になったことから、バランスをとるために善意が必要」とし、また四六八条一項は、債務者 行為の評価に力点を置いた、債務者へのサンクションの規定であることから、譲受人の要件としては善意 みでよいとす が、ただし、ここでの善意とは、 「落ち （非難可能性）のな 信頼」を指すもの、とする
）21
（
。
　
見解が分かれているのが、
d禁反言説である。平井が、 「債
権譲渡の自由の拡大・保障 いう現代的要請の に、譲渡（原文ママ）人の保護に重きを置くべき」だが、対抗しうべき事由につき悪意の譲受人までをも保護すべき理由は いから善意の譲受人に限る
）21
（
。潮見は、
a公信説
b譲受人保護説
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と同様に、 「二次的にせよ承諾行為により作出された基礎の上に成り立つ信頼を主張しうるためには、譲受人は善意無過失でなければならない」と解する
）21
（
。さらに、野澤は、異議をとどめ
ない承諾をした債務者に対するサンクションという信義則の観点からは、譲受人に無過失まで要求するのは妥当ではない。そうだとすれば 悪意またはそれと同視でき 重過失のある譲受人は保護されないと解すべきである。そして、このような解釈は、譲渡禁止特約に関する四六六条二項ただ 書との解釈と合致し、譲渡禁止特約の存在も債務者の有する抗弁の
（つである
と考えれば、妥当であろう」
）21
（
として善意・無重過失を要求する。
四
　
本判決の検討
（一）本判決の位置づけ　
本判決の判例法理上の意義について検討を行う。本判決が、
民法四六八条の趣旨について 昭和四二年判決を踏襲し「民法四六八条一項前段は…（中略） 、その趣旨は、譲受人の利益を保護し、一般債権取引 安全を保障することにある」と述べ、「そうすると」 、債務者の抗弁事由について悪意または知らなかったことに過失のある譲受人 保護する必要性が低いと述べる。　
しかし、同文言を判示した昭和四二年判決は、悪意の譲受人
に対し、抗弁切断効の保護は不要と判示した事案であった。そのため、抗弁事由につき過失がある譲受人も、同様に保護が不
要であることを、改めて以下の文言により説明する。　「実質的にみても、同項前段は、債務者の単なる承諾のみによって、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができなくなるという重大な効果を生じさせるものであり、譲受人 通常の注意を払えば上記事由の存在を知り得たという場合にまで上記効果を生じさせるというのは、両当事者間の均衡を欠くものといわざる 得ない。 」　すなわち、観念の通知であるにもかかわらず、異議をとどめ
ない承諾をしたことにより、債務者には、譲渡以前よりも負担が加重されるという「重大な効果」が生じ、そのもとで譲受人の利益を保護している。本判決は そうした構造 照ら 、債務者とのバランスを保つには、利益を保護されるべき必要のある譲受人には、悪意の譲受人だけではな 、過失のある 受人も含まれるべきではないこ を明らか する。　
これまで、下級審判決に、譲受人に過失あるいは重過失を要
求したものもあるが、さらなる保護要件を課すべき理由を示たものは存在していなかった。そのため、本判決 債務者の異議をとどめない承諾は、譲受人を保護するものであるが、債務者との均衡を図るため、善意・無過失の譲受人に限られ ことを明らかにした、という意義を有する。　
なお、債権譲渡で問題となる譲受人の主観的要件には、譲渡
禁止特約に対抗しうる第三者があり、判例（最一小判昭和四八
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異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

（都法五十六
-
二）
年七月一九日判決民集二七巻七号八二三頁）は善意・無重過失を要求する。異議をとどめない承諾は、本判決もいうように、債務者に抗弁切断効という「重大な」不利益が生じる。これ対して、禁止特約に反した債権譲渡では、債務者は、相手方以外、債務の内容には殆ど影響はないものと解される。この違により 譲受人の主観的要件に関する判断が異なったものとして、是認しうる。（二）本判決の特徴　
本判決は、抗弁切断効が生じる要件として、譲受人に善意・
無過失を要求したが、旧貸金業法四三条一項の適用がないことを譲受人が知り得たかを判断するべく、原審に差戻された。そこで、 のいかなる行為態様を持っ 過失を認定するのか、が問題となる。　
その手掛かりとなるのが、本判決後に譲受人の過失を認定
た、東京高裁平成二七年七月九日判決（消費者法ニュース一〇五号二三七頁）である。同判決では、本判決を適用して、譲受人には善意・無過失を要求したうえ 、譲渡人が債務者との契約締結時に使用していた、貸金業法一七条書面等の関係文書を、譲受人が受領していたことをあげ 「貸金業法四三条一項の適用がないと認識したか 少なくとも認識することができ 」として過失を認定している。重過失の事例ではあ 、前述の下
級審判決でも、譲受人が専門的知識を有する貸金業者であることや、関係文書が譲渡されていること、譲受人が調査を行っていなかったことなどの要素があげられている。なお、金銭消費貸借契約における過払い金の返還請求では、貸金業者の吸収合併に伴う債権譲渡に対し、異議をとどめない承諾を行う債務者は、承諾によって抗弁切断効が生じてしまうことや、あるいは抗弁の存在自体を認識しえない場合が多 との指摘
）31
（
があり、こうした特徴からも、譲受人に過失を要求するこ
とは、妥当と解されよう。（三）本判決と債権法改正　
本判決の譲受人の主観的要件に関する判示事項は、広く指名
債権譲渡における異議を どめない承諾に該当しうるものである。しかし、今般の債権法改正により、民法四六八条一項は削除が予定されているため
）3（
（
、本判決が今後の判例法理にもたらす
影響については、慎重に検討を行う必要が 。例えば、同条項が削除された後も 債権法改正後も、債務者が抗弁を放棄する旨の意思表示はと可能であると考えられ これに対し、本判決が何らかの影響を及ぼす可能性もある
）32
（
。
（
（） 　
第一審認定事実によると、Ｘと合併後のＹが締結した金銭消費
貸借基本契約では、過払金が発生した場合、その後に発生する新
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たな借入金債務に充当する旨の合意を含んでおり、第一審および原審では、この取引から生じた過払金も返還請求されていた（民集六九巻四号六八二頁） 。
（
2） 　「抗弁の喪失」 「抗弁の切断」 「抗弁切断効」などと称されている（中田裕康『債権総論〔第三版〕 』五三九頁（岩波書店、二〇〇八） 。
（
3） 　
昭和九年判決は、譲受人の主観的要件だけではなく、抗弁切断
効の対象事由に関する先例としても引用される。
 
 　
昭和九年判決の事案は、取引所法（現商品取引所法三六五条に
相当）違反となる、取引所外での株式取引から生じた 権及びそれを担保する抵当権が 異議をとどめない承諾により譲渡された事案であった。大審院は、抗弁切断効の対象に関 、 「不法ノ目的ニ因ル債権不発生ノ抗弁事由ノ如キモ」異議をとどめない承諾によって切断されると述べた。このように、昭和九年判決は 強行法規違反により生じた債権に対しても、譲受人の保護 優先し異議なき承諾の抗弁切断効を認めた。これに対し、公序良俗に反する賭博債権の譲渡 対する異議をとどめない承諾が問題となったのが、最高裁平成九年一一月一一日判決（民集五一巻一〇号四〇七七頁）である。最高裁は、 「賭博行為は公の秩序及び善良の風俗に反すること甚だしく、賭博債権が直接的にせよ間接的 せよ満足を受けることを禁止すべきことは法の強い要請であって、この要請は、債務者 異議なき承諾による抗弁喪失の制度の基礎
にある債権譲受人の利益保護の要請を上回るものと解される」ことを理由に、債務者が、異議をとどめない承諾をしていても、債務者に信義則 反する行為があるなどの特段の事情のない限り、譲受人に対して、債権の発生に係る契約の公序良俗違反による無効を主張しうると判示した。２
つの判決の関係については、野
山宏「判解」最判解民事篇平九年度一三五四頁以下、滝沢昌彦「判批」重判平成九年度（ジュリ臨増一一三五号）六〇頁、 （一九九八） 、潮見佳男『債権総論Ⅱ
 〔第三版〕 』六四四―六四六頁（信
山社、二〇〇五） 、平野裕之『債権総論』四九二―四九四頁、 （信山社、二〇〇五）参照。
（
1） 　
昭和九年判決以前の大審院判決は、異議をとどめない承諾を、
抗弁事由を放棄する旨の意思表示（大判大正五年八月一八日民録二二輯一六五七頁）や 債務承認に等しいもの（大判大正六年一〇月 日民録二三輯一五一 頁）と解されて た。昭和九年判決には、これらの承諾を意思表示とする解釈を否定し、観念の通知であるとした。
（
1） 　
同条の起草者による趣旨説明でも、譲受人の善意を当然の前提
としていた、との指摘がある（池田真朗『債権譲渡の研究〔増補二版〕 』五二二頁
 注一（弘文堂、二〇〇四）
（
1） 　
原審認定内容については、金判五三一号一〇頁参照。なお、同
判決の囲みコメントでは 先例として昭和九年判決のみが引用されている。昭和四二年判決に対して 「論旨はやや傍論的でも
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異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

（都法五十六
-
二）
あり、抗弁の喪失も一般論として、どこまで通用するか疑問があるとの評価も存在する（小野秀誠『債権総論』三九七頁（信山社、二〇一三）
（
1） 　
さらに、無過失を要求した裁判例として、本件囲みコメント
（金判要三号一九頁）は、 「異議なき承諾に抗弁切断効（民法四六八条一項）が認められるのは、債権譲渡の安全を保護すべき異議なき承諾に公信カを与えた点にあり、抗弁の存在を知っていた又は知らないことにつき過失のあ 譲受人はかかる保護 与えるに値しないから、悪意又は有 譲受人については上記抗弁切断効による保護を受けないと解するべきである」と判示した東京高判平成二六年六月一一日判決（公刊物未登載）を げている。
（
1） 　
本判決と同日付、同理由にて譲受人からの上告を棄却した判決
の原審。
（
1） 　
悪意は、平成一九年七月一三日判決（民集六一巻五号一九八〇
頁） 「貸金業者が制限超過部分を利息の債務の弁済として受領したが、その受領につき貸金業法四三条一項 適用が認められない場合には 当該貸金業者は、同項の適用があるとの認識を有しており、かつ、そのような認識を有するに至ったことにつ てやむを得ないといえる特段 事情があるときでない限り、法律上の原因がないことを知りながら過払 を取得した者、すなわち民法七〇四条の「悪意の受益者」であると推定されるものと うべきである。 」により推定された。
（
（1） 　
学説・分類は、中田・前掲（
2）五三九―五四〇頁による。
（
（（） 　
異議をとどめない承諾を意思表示と解する見解は、主に、脚注
（
1）の大審院時代の判例に影響を与えた。承諾を抗弁放棄の意
思表示とする説（大判大正五年八月一八日（民録二二輯一六五七頁）と、新たな 債務承認の意思表示と解する債務承認説（石坂音四郎「債権譲渡の承諾の性質」法学新報二四巻四号六六頁・六号二五頁（一九一四年） 、影響を受けたとみられる判例に、大判大正六年一〇月二日民録二三輯一五一〇頁がある。 ）があ 。さらに近年になり、異議をとどめ い承諾を、仮定的債権の譲渡に対する処分授権ととらえ、ドイツの指図引き受け理論を借用して説明しようとした、処分授権説がある（安達三季生「指名債権譲渡における異義を留めない承諾」志林五九巻 ・四号三三 （一九六二） 、六〇巻一号三一頁（ 九六三） 、六一巻二 一九六四） 、同・ 『債権総論講義〔第四版〕 』二三七－二 二頁（信山社、二〇〇〇 。
（
（2） 　
通説を支持するものに、我妻栄『新訂債権総論』五三七頁（岩
波書店、一九六四） 、西村信雄編『注釈民法（一一） 』三九一頁〔明石三郎〕 （有斐閣、一九六五） 、林良平ほか『現代法律学全集（八）債権総論〔第三版〕 』五〇七頁〔高木多喜男〕 （青林書院、一九九六） 、前田達明『口述債権総論〔第三版〕 』四〇九（成文堂、一九九三） 、近江幸二『債権総論〔第三版補訂〕 』二六六（成文堂、二〇〇 ） 、川井健『民法概論三〔第 版補訂版〕 』二六四（成文
四四二
堂、二〇〇九）がある。
 
 　
なお、譲受人の利益保護と取引の安全の保護を目的とした法定
効果との理解を、最初に打ち出したのは、鳩山秀夫『増訂改版
 
日本債権法（総論） 』三六〇頁（岩波書店、一九二五）である。しかし、同説は、その根拠を禁反言に求めていたため、公信説に分類するものと、別個の説として扱うものとに分かれる。
（
（3） 　
川井・前掲（
（2）二六七頁は、 「公信」の文言の実質は外観信
頼保護法理であり、当時、同法理が熟していなかったことから公信原則を指すものと て「公信」が用いられたものであると説明する。
（
（1） 　
於保不二雄『債権総論〔新版〕 』三一六頁（有斐閣、一九七二） 、
それを支持 ものに、奥田昌道『債権総論〔増補版〕 』四五五頁（悠々社、二〇〇二）がある。
（
（1） 　
内田貴『内田貴『民法Ⅱ
 （債権総論・担保物権） 〔第三版〕 』二
三六頁（東京大学出版会、二〇〇五） 、小野秀誠『債権総論』三九七頁』 （信山社、二〇一三）
（
（1） 　
池田・前掲（
1）四一三頁、抗弁切断効の根拠を、債務者の行
為を介した「意思」的要素に求めることは合理的で として、同説を支持するものに、中井美雄『債権総論講義』三〇六頁（有斐閣、一九九六） 。
（
（1） 　
平井宣雄『債権総論〔第二版〕 』
 一四三頁（弘文堂、一九九四） 、
潮見佳男『債権総論Ⅱ
 〔第三版〕 』六四二頁（信山社、二〇〇五） 、
加藤雅信『新民法大系
　
債権総論」三一六頁（有斐閣、 二〇〇五） 、
能見善久・加藤新太郎『論点体系
 判例民法四
 債権総論〔第二
版〕 』三六一頁〔野澤正充〕 （第一法規、二〇一三） 。ただし、異議をとどめない承諾の性質に関しては、を観念の通知と解するもの（平井・野澤）と、意思表示 準ずる準法律行為（加藤）とに見解が分かれる。
（
（1） 　
角紀代恵「判批」中田裕康＝窪田充見『民法判例百選Ⅱ〔第七
版〕 』六〇、六一頁（二〇一五）
（
（1） 　
於保・前掲（
（1）三一五頁のように、無過失の要否に言及がな
いものもある。
（
21） 　
中田・前掲
 （
2）　
五四一頁
（
2（） 　
内田・前掲（
（1）二三六頁、中田・前掲（
2）五四一頁
（
22） 　
小野・前掲（
1）三九七頁
（
23） 　
奥田・前掲（
（1）四五五頁。昭和四二年判決に付き、債務者の
解除権は、抗弁切断の対象に含まれるべきではないとす
（
21） 　
前田・前掲（
（2）四〇九頁
（
21） 　
林良平ほか・前掲（
（2）五〇七頁〔高木多喜男〕 ） 。
（
21） 　
池田・前掲（
1）四二〇、 二一、 三九、四四四注（
1）頁
（
21） 　
平井・前掲（
（1）一四三頁
（
21） 　
潮見・前掲（
3）六四三頁
（
21） 　
野澤・前掲（
（1）頁、加藤・前掲（
（1）三一六頁も、善意・無
重過失を要求する。
四四三
異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

（都法五十六
-
二）
（
31） 　
辰巳裕規「異議をとどめない承諾による抗弁の切断について」
ジュリスト一四一九号一一四―一一五頁
（
3（） 　
商事法務編『民法（債権関係）改正法案新旧対照条文』一二〇
頁（商事法務、二〇 五）
（
32） 　
商事法務編『中間的な論点整理の補足説明』一一八頁（商事法
務、二〇一一） 、辰巳・前掲（
31）一一六頁
